
物 件 調 書

【 土 地 】

所 在 及 び 地 番 沼津市大岡字三明寺4053番１

住 居 表 示 沼津市大岡4053番地1

面 積
938. 80㎡( 実測面積)

地 目
宅地( 現況)

土地の

形 状
ほぼ整形

938. 80㎡( 公簿面積) 宅地( 公簿)

接 面道路 の幅 員､

種 別 ､状 況 等
南側約 47. 8ｍが幅員約４ ｍ～7. 2ｍの舗装市道（ 市道 10862 号線） にほぼ等高に接面

私 道 の負 担 等 に

関 す る 事 項
－

法

令

に

基

づ

く

制

限

の

概

要

都市計画区域 市街化区域 用途地域 第一種低層住居専用地域

建 ぺ い 率 指定建蔽率 40 ％ 基準建蔽率 40 ％

容 積 率 指定容積率 60 ％ 基準容積率 60 ％

高 さ の 制 限

道路斜線制限 無・ 有 隣地斜線制限 無・ 有

北側斜線制限 無・ 有 絶対高さ 制限 無・ 有（ 10ｍ）

日影による中高層の建築物の制限 無・ 有 3h・ 2h、 1. 5m

外 壁 後 退 無・ 有 壁面線の制限 無・ 有

準 防 火 地 域 無・ 有 防 火 地 域 無・ 有

そ の 他
建築基準法第 22 条区域、 宅地造成等工事規制区域、 屋外広告規制第２ 種特別規制地

域、 静岡県建築基準条例第 10 条( がけ条例)

※ 各制限内容の詳細は、 関係市町村の建築確認担当課にお問い合わせく ださ い。

供給処理施設

の状況

事 業 所 名 電 話 番 号

電 気 引込不可・ 引込可 東京電力ｴﾅｼ゙ ﾊー゚ ﾄーﾅー ｶｽﾀﾏー ｾﾝﾀｰ 0120-995-001

上 水 道 引込不可・ 引込可 沼津市水道部水道サービス課 055-934-4853

下 水 道 引込不可・ 引込可 沼津市水道部水道サービス課 055-934-4853

都市ガス 引込不可・ 引込可 － －

※ 引込み費用等の詳細は、 上記事業所にお問い合わせく ださ い。

交通機関

（ 直線距離）

バ ス 富士急シティ バス「 三明寺入口門池中学校入口」 停留所： 物件の南西方約 300ｍ

鉄 道 JR御殿場線「 下土狩」 駅： 物件の東方約 1. 4km

公共施設

（ 直線距離）

役 所 沼津市役所： 物件の南西方約 4. 1km

小学校 沼津市立門池小学校： 物件の南東方約 550ｍ

中学校 沼津市立門池中学校： 物件の北西方約 330ｍ

-51-



【 建 物 】

所 在 沼津市大岡 4053 番地１

建物の状況

（ 主である建物）

家屋番号 未登記

構造・ 用途 鉄筋コ ンク リ ート 造アスフ ァ ルト シングル葺２ 階建

延床面積 554. 72 ㎡

建築時期 平成３ 年６ 月 27 日建築

設計等 教職員住宅と し て設計

建物の状況

（ 付属建物）

家屋番号 未登記

構造・ 用途 鉄筋コ ンク リ ート 造陸屋根平屋建

延床面積 9. 60 ㎡

建築時期 平成３ 年６ 月 29 日建築

設計等 物置と し て設計

建物の状況

（ 付属建物）

家屋番号 未登記

構造・ 用途 軽量鉄骨造アルミ ニウム板葺平屋建

延床面積 16. 00 ㎡

建築時期 平成３ 年６ 月 27 日建築

設計等 自転車置場と し て設計

建物の状況

（ 付属建物）

家屋番号 未登記

構造・ 用途 その他

延床面積 16. 71 ㎡

建築時期 平成 16 年 12 月 16 日建築

設計等 物置と し て設計

外構工事等 土留め、 排水溝、 フ ェ ンス、 プロパン庫、 舗装

◎参考事項（ 物件の状況、 法令上の制限等に関する特記事項）

・ 建物の設備や物品等については、 経年変化及び使用に伴う 性能低下、 損傷、 使用不能等があり ますが、 現況

での引渡し と なり ます。

・ 建物登記はさ れていませんが、 県では建物登記及び建物登記に要する費用負担は行いません。

・ 修繕履歴と し て確認できたも のは以下のと おり です。 ただし 、 すべての修繕履歴が網羅でき ていると は限り

ません。

令和２ 年度: ト イ レ・ 洗面化粧台更新( 洋式便器更新７ 箇所、 洗面化粧台更新６ 箇所)

平成 27 年度: 屋外排水設備更新（ 既設屋外排水管及び排水升を撤去し 、 新たに配管）

平成 23 年度: 公共下水接続・ 既存浄化槽撤去処分

平成 16 年度: 物置設置( スチール製物置設置( ５ 連×１ 棟) )

平成９ 年度: 床下等改修

・ 令和７ 年にアスベスト 調査を実施し ており 、 外壁ほか吹付タ イ ルにアスベスト を含有すると 結果が出ていま

す。 同時に調査し た倉庫壁( 吹付タ イ ル) 、 倉庫壁裏側( モルタ ル塗) はアスベスト を含有し ないと 結果が出てい

ます。

・ 敷地北側の土留め( 擁壁) にク ラ ッ ク 等が生じ ていますが、 現況のまま引渡し ます。

・ 敷地南西側の一部が現況道路( アスフ ァ ルト 舗装) と なっ ています。
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・ 隣接地より 、 樹木等の越境があり ますが、 現況のまま引渡し ます。

・ 敷地北側の境界は擁壁の上部辺り と なっ ていますが、 現地確認時において境界標は確認し ていません。

・ 敷地内の工作物は現況のまま引き渡し ます。

※物件調書は、 入札参加者が物件の概要を把握するための資料にすぎません。

必ず入札参加者において、 現地及び諸規制等について確認を行っ てく ださ い。
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品 質 に 係 る 注 意 事 項

( 1) 物件の引渡し は、 物件調書に特段の記載のない限り 、 現状のままで行います。

( 2) 埋設物調査は実施し ていませんので、 地中埋設物が存在し ている可能性があり ます。

( 3) 物件によっ ては、 上下水道設備、 ガス設備が敷設さ れていますが、 経年劣化による影響等につ

いては確認し ていません。 こ れら の設備の品質は保証できません。

( 4) 物件及び隣接地の擁壁・ 直壁・ ブロッ ク 塀等について、 地上及び地中にて境界を越えている場

合があり ます。

( 5) 物件の敷地内( 地中を含む) にゴミ ( 家電等を含む) ・ ガラ ・ 砕石・ 切り 株・ 雑草等が存在する場

合があり ます。

( 6) 物件調書に特段の記載のない限り 、 土壌汚染及び地盤に関する調査は行っ ていません。

そ の 他 の 注 意 事 項 （ 契 約 不 適 合 責 任 の 免 責 等 ）

( 1) 建物の建築図面等がある場合は沼津城北高校において閲覧できます。

( 2) 物件の引渡し は、 物件調書に特段の記載のない限り 、 現状のままで行いますので、 物件調書を

ご参照のう え、 必ず事前に現地の確認をし てく ださ い。

なお、 物件調書と 現状が異なる場合には現状を優先し ます。

( 3) 建物を解体撤去する場合の費用負担については、 県は対応し ません。 また、 解体撤去する場合

は、 騒音等の周辺の環境に配慮し てく ださ い。

( 4) 敷地の形質変更を行う 際は、 形質変更に伴う 粉塵防止対策と し て、 散水等に努めてく ださ い。

( 5) 土地の形質変更をする場合の費用負担については、 県は対応し ません。 また、 土地の形質変更

をする場合は、 騒音・ 粉塵防止対策等の周辺の環境に配慮し てく ださ い。

( 6) 現在の建物を解体撤去後、 新たな建物を建築するにあたっ ては、 建築基準法、 文化財保護法及

び県、 市町の条例のほか協定等により 、 指導がなさ れる場合や開発負担金等が必要と なる場合

があり ますので、 関係機関にご確認く ださ い。

( 7) 物件によっ ては、 敷地内にフ ェ ンス、 塀、 柵等が設置さ れていますが、 こ れら の工作物の補修・

改修・ 撤去・ 再築造及びその費用負担については、 県は対応し ません。

( 8) 埋設物調査は実施し ていませんので、 地中埋設物が存在し ている可能性があり ます。 地中埋設

物が発見さ れたと し ても 、 こ れら の撤去及びその費用負担については、 県は対応し ません。

( 9) 物件によっ ては、 埋蔵文化財包蔵地に該当するため、 開発方法によっ ては試掘調査が必要と な

る場合があり ます。 ( 詳し く は物件所在市町村の教育委員会にお問合わせく ださ い。 )

( 10) 物件によっ ては、 上下水道設備、 ガス設備が敷設さ れていますが、 経年劣化による影響等につ

いては確認し ていません。 こ れら の敷設設備の補修・ 移設・ 改修・ 撤去・ 再築造及びその費用

負担等については、 県は対応し ません。

( 11) 物件及び隣接地の擁壁・ 直壁・ ブロッ ク 塀等について、 地上及び地中にて境界を越えている場

合があり ますが、 現状引渡し と なり ますので、 移設・ 撤去・ 再築造及びその費用負担等につい

ては、 県は対応し ません。

( 12) 物件の敷地内及び敷地上空又は隣接地等に電柱( 電信柱・ 電柱付属物・ 電線等を含む) ・ 支線・

ゴミ 置き場・ 道路設置物( ガード レール等) ・ 道路標識( カ ーブミ ラ ー等を含む) 等がある場合の

移設・ 撤去等の可否等の取扱いについては、 設置者又は管理者等にお問い合わせく ださ い。 県

ではこ れら について対応し ません。

( 13) 物件の敷地内( 地中を含む) にゴミ ( 家電等を含む) ・ ガラ ・ 砕石・ 切り 株等が存在する場合があ
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り ます（ 品質） が、 撤去及びその費用負担等については、 県は対応し ません。

( 14) 現状での引渡し のため、 現地の除草・ 伐採及びその費用負担等については、 県は対応し ません。

( 15) 建物のアスベスト については、 他に記載のある場合を除き、 専門業者による調査は実施し てい

ません。調査の費用負担と アスベスト が発見さ れた場合の除去及びその費用負担等については、

県は対応し ません。
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案 内 図

凡 例

売払い物件

※およ その位置を 示す案

内図になり ます。

土地の正確な形状を 表

すも のではあり ません。

対象不動産
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物 件 調 書

【 土 地 】

所 在 及 び 地 番 静岡市清水区北脇新田字大屋敷226番２

住 居 表 示 静岡市清水区北脇新田226番地の２

面 積
989. 30㎡( 実測面積)

地 目
宅 地( 現況) 土地の

形 状
台形地

989. 30㎡( 公簿面積) 宅 地( 公簿)

接面道路の幅員､

種別､状況等

北東側約34ｍが幅員約5. 5ｍの舗装市道（ 北脇土改４ 号線） に等高～約0. 5ｍ

高く 接面。

私道の負担等に

関 す る 事 項
－

法
令
に
基
づ
く
制
限
の
概
要

都市計画区域 市街化区域 用途地域 準工業地域

建 蔽 率 指定建蔽率 60％ 基準建蔽率 60%

容 積 率 指定容積率 200％ 基準容積率 200%

高さ の制限

道路斜線制限 無・ 有 隣地斜線制限 無・ 有

北側斜線制限 無・ 有 絶対高さ 制限 無・ 有

日影による中高層の建築物の制限 無・ 有

外壁後退 無・ 有 壁面線の制限 無・ 有

準防火地域 無・ 有 防火地域 無・ 有

そ の 他
建築基準法第22条区域、 特別用途地区（ 大規模集客施設制限地区）、 高度地区

( 最高限３ 種19ｍ) 、 静岡市屋外広告物条例（ 第２ 種特別規制地域）、 景観法

※ 各制限内容の詳細は、 関係市町村の建築確認担当課にお問い合わせく ださ い。

供給処理施設

の状況

事 業 所 名 電 話 番 号

電 気 引込不可・ 引込可 中 部 電 力 ﾊﾟ ﾜｰｸﾞ ﾘｯﾄ ﾞ ( 株 ) 0120-985-232

上水道 引込不可・ 引込可 静岡市上下水道お客様ｻー ﾋﾞ ｽｾﾝﾀｰ 054-251-1132

下水道 引込不可・ 引込可 静岡市上下水道お客様ｻー ﾋﾞ ｽｾﾝﾀｰ 054-251-1132

都市ガス 引込不可・ 引込可 静岡ｶﾞ ｽ( 株) お客様ｺﾝﾀｸﾄｾﾝﾀｰ 0570-020-161

※ 引込み費用等の詳細は、 上記事業所にお問い合わせく ださ い。

交通機関

（ 直線距離）

バ ス
し ずてつジャ スト ラ イ ン「 高橋西入口保健センタ ー入口」 停留所：

物件の東方約0. 4km

鉄 道 静岡鉄道静岡清水線「 狐ヶ 崎」 駅： 物件の南西方約1. 5km

公共施設

（ 直線距離）

役場 静岡市清水区役所 ： 物件の南東方約2. 3km

小学校 静岡市立清水入江小学校 ： 物件の南東方約1. 3km

中学校 静岡市立清水第八中学校 ： 物件の南方約1. 0km
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【 建 物 】

所 在 静岡市清水区北脇新田字大屋敷226番地２

建物の状況

（ 主である建物）

家屋番号 226番 ２

構 造 ・ 用 途 鉄筋コ ンク リ ート 造陸屋根４ 階建

延 床 面 積 884. 70㎡

建 築 時 期 昭 和 45年 ３ 月 20日 建 築

設 計 等 北脇新田公舎と し て設計

建 物 の 状 況

（ 付 属 建 物 ）

家屋番号 符 号 １

構 造 ・ 用 途 コ ン ク リ ー ト ブ ロ ッ ク 造 ス レ ー ト 葺 平 家 建

延 床 面 積 26. 68㎡

建 築 時 期 昭 和 45年 ３ 月 20日 建 築

設 計 等 物 置 と し て 設 計

建 物 の 状 況

（ 付 属 建 物 ）

家屋番号 符 号 ２

構 造 ・ 用 途 コ ン ク リ ー ト ブ ロ ッ ク 造 ス レ ー ト 葺 平 家 建

延 床 面 積 26. 68㎡

建 築 時 期 昭 和 45年 ３ 月 20日 建 築

設 計 等 物 置 と し て 設 計

建 物 の 状 況

（ 付 属 建 物 ）

家屋番号 符 号 ３

構 造 ・ 用 途 コ ン ク リ ー ト ブ ロ ッ ク 造 ス レ ー ト 葺 平 家 建

延 床 面 積 6. 76㎡

建 築 時 期 昭 和 45年 ３ 月 20日 建 築

設 計 等 ボ ン ベ 室 と し て 設 計

建 物 の 状 況

（ 付 属 建 物 ）

家屋番号 符 号 ４

構 造 ・ 用 途 コ ン ク リ ー ト ブ ロ ッ ク 造 陸 屋 根 平 家 建

延 床 面 積 3. 91㎡

建 築 時 期 昭 和 45年 ３ 月 20日 建 築

設 計 等 ポ ン プ 室 と し て 設 計

外構工事・ 工作物等 公 舎 塀 、 ネ ッ ト フ ェ ン ス 、 駐 輪 場 ほ か
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◎参考事項（物件の状況、法令上の制限等に関する特記事項）

-建物について-

･本件建物は無価値であり 、 買主が解体することを前提に売払う ものです。

･本件建物は令和２ 年10月頃より 未利用であり 、 設備等については、 経年変化及び使用に伴う 性能低下、 損傷、

使用不能等があり ます。

･本件は、 建物内の物品類を含め、 現状有姿での引渡し となり ます。

･本件建物について、 令和６ 年度にアスベスト 及びＰ Ｃ Ｂ含有調査を実施しています。

･当調査では、 アスベスト は検出されませんでしたが、 ボンベ室扉からＰ Ｃ Ｂが検出されました。

･Ｐ ＣＢについては、 令和６ 年度に該当箇所の塗膜剥離作業を実施済です。

･清水警察署備付けの建築当時の建物図面では、 北脇新田公舎の建築面積は193. 40㎡、 延床面積は743. 83㎡と

記載があり ますが、 承諾書及び本物件調書では建物登記上の床面積に統一して記載しています。

-土地について-

･本件地は、 令和８ 年３ 月に土地の境界確定を行っておりますが、 本件地に隣接する土地所有者様より 、 境界

に異論があるのではないものの、 既に確定済の境界について改めて立会・ 確認を要する必要性を認めない旨

の回答があり、 本件境界確定に当たり 立会を行っていない箇所が一部ございます。 本件境界確定での測量結

果は、 隣接地の既存の地積測量図と測量誤差の範囲内であること等から、 上記状況を踏まえ令和８ 年７ 月に

清水警察署において地積更正登記を行っており ます。

･土壌汚染調査及び地下埋設物調査は実施しておりません。

･樹木が隣地から本件地内に越境してきている可能性があり ます。

･物件敷地内の工作物、 構造物及び樹木は現状有姿での引渡しとなり ます。

･物件東側にある排水管と思われる構造物が市道側に越境しています。

･本件地は公共下水接続前は浄化槽を使用しておりまし たが、 公共下水への接続後、 当該浄化槽の撤去状況の

確認ができており ません。 現在も地中に存置されている可能性がありますが現状有姿で引き渡します。

･本件地は特別用途地区（ 大規模集客施設制限地区） に指定されているため、 床面積１ 万㎡超の店舗などの立

地に制限があり ます。 詳細は静岡市にご確認く ださ い。

･建築基準法第22条区域は、 静岡市では都市計画区域のう ち防火地域及び準防火地域を除く 区域に指定され、

建物の屋根を不燃材料で造る等の制限があり ます。 詳細は静岡市にご確認く ださい。

･静岡市屋外広告物条例における第２ 種特別規制地域は、 静岡市では国道１ 号静清バイパスなど良好な沿道沿

線景観が望まれる地域に指定され、 一定の面積を超える広告物を設置する場合には許可申請が必要となるな

どの規制があり ます。 詳細は静岡市にご確認く ださ い。

･本地域は景観法により 、 一定規模以上の建築物を新築等する場合には、 事前に静岡市への届出が必要となり

ます。 詳細は静岡市にご確認く ださい。

･水防法に基づく 静岡市洪水・ 雨水出水（ 内水）・ 高潮ハザード マッ プにより ますと、 本土地は巴川の浸水想定

深2. 45ｍ、 大沢川の浸水想定深0. 9ｍ、 高潮浸水深1. 12ｍ、 雨水出水浸水深1. 18ｍ地域に該当します。

･本物件は、 令和４ 年台風15号により 浸水した可能性があり ますが、 令和２ 年10月頃から未利用となっている

ため、 浸水に関する記録は残っており ません。

※物件調書は、 入札参加者が物件の概要を把握するための資料にすぎません。

必ず入札参加者ご自身において、 現地及び諸規制についての現地確認を行ってく ださい。
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品 質 に 係 る 注 意 事 項

( 1) 物件の引渡し は、 物件調書に特段の記載のない限り 、 現状のままで行います。

( 2) 埋設物調査は実施し ていませんので、 地中埋設物が存在し ている可能性があり ます。

( 3) 物件によっ ては、 上下水道設備、 ガス設備が敷設さ れていますが、 経年劣化による影響等につ

いては確認し ていません。 こ れら の設備の品質は保証できません。

( 4) 物件及び隣接地の擁壁・ 直壁・ ブロッ ク 塀、 埋設管等について、 地上及び地中にて境界を越え

ている場合があり ます

( 5) 物件の敷地内( 地中を含む) にゴミ ( 家電等を含む) ・ ガラ ・ 砕石・ 切り 株・ 雑草等が存在する場

合があり ます。

( 6) 物件調書に特段の記載のない限り 、 土壌汚染及び地盤に関する調査は行っ ていません。

そ の 他 の 注 意 事 項 （ 契 約 不 適 合 責 任 の 免 責 等 ）

( 1) 建物の建築図面等がある場合は静岡県財産管理課において閲覧できます。

( 2) 物件の引渡し は、 物件調書に特段の記載のない限り 、 現状のままで行いますので、 物件調書を

ご参照のう え、 必ず事前に現地の確認をし てく ださ い。

なお、 物件調書と 現状が異なる場合には現状を優先し ます。

( 3) 建物を解体撤去する場合の費用負担については、 県は対応し ません。 また、 解体撤去する場合

は、 騒音等の周辺の環境に配慮し てく ださ い。

( 4) 敷地の形質変更を行う 際は、 形質変更に伴う 粉塵防止対策と し て、 散水等に努めてく ださ い。

( 5) 土地の形質変更をする場合の費用負担については、 県は対応し ません。 また、 土地の形質変更

をする場合は、 騒音・ 粉塵防止対策等の周辺の環境に配慮し てく ださ い。

( 6) 現在の建物を解体撤去後、 新たな建物を建築するにあたっ ては、 建築基準法、 文化財保護法及

び県、 市町の条例のほか協定等により 、 指導がなさ れる場合や開発負担金等が必要と なる場合

があり ますので、 関係機関にご確認く ださ い。

( 7) 物件によっ ては、 敷地内にフ ェ ンス、 塀、 柵等が設置さ れていますが、 こ れら の工作物の補修・

改修・ 撤去・ 再築造及びその費用負担については、 県は対応し ません。

( 8) 埋設物調査は実施し ていませんので、 地中埋設物が存在し ている可能性があり ます。 地中埋設

物が発見さ れたと し ても 、 こ れら の撤去及びその費用負担については、 県は対応し ません。

( 9) 物件によっ ては、 埋蔵文化財包蔵地に該当するため、 開発方法によっ ては試掘調査が必要と な

る場合があり ます。 ( 詳し く は物件所在市町村の教育委員会にお問合わせく ださ い。 )

( 10) 物件によっ ては、 上下水道設備、 ガス設備が敷設さ れていますが、 経年劣化による影響等につ

いては確認し ていません。 こ れら の敷設設備の補修・ 移設・ 改修・ 撤去・ 再築造及びその費用

負担等については、 県は対応し ません。

( 11) 物件及び隣接地の擁壁・ 直壁・ ブロッ ク 塀、 埋設管等について、 地上及び地中にて境界を越え

ている場合があり ますが、 現状引渡し と なり ますので、 移設・ 撤去・ 再築造及びその費用負担

等については、 県は対応し ません。

( 12) 物件の敷地内及び敷地上空又は隣接地等に電柱( 電信柱・ 電柱付属物・ 電線等を含む) ・ 支線・

ゴミ 置き場・ 道路設置物( ガード レール等) ・ 道路標識( カ ーブミ ラ ー等を含む) 等がある場合の

移設・ 撤去等の可否等の取扱いについては、 設置者又は管理者等にお問い合わせく ださ い。 県

ではこ れら について対応し ません。

( 13) 物件の敷地内( 地中を含む) にゴミ ( 家電等を含む) ・ ガラ ・ 砕石・ 切り 株等が存在する場合があ
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り ます（ 品質） が、 撤去及びその費用負担等については、 県は対応し ません。

( 14) 現状での引渡し のため、 現地の除草・ 伐採及びその費用負担等については、 県は対応し ません。

( 15) 建物のアスベスト については、 他に記載のある場合を除き、 専門業者による調査は実施し てい

ません。調査の費用負担と アスベスト が発見さ れた場合の除去及びその費用負担等については、

県は対応し ません。

-75-



案 内 図

対象不動産

売払い物件

凡 例

※およその位置を示す

案内図になり ます。

土地の正確な形状を 表す

も のではあり ません。
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物 件 調 書

【 土 地 】

所在及び地番 静岡市葵区沓谷六丁目２ 番 13

住 居 表 示 静岡市葵区沓谷六丁目２ -13

面 積
350. 38 ㎡( 実測面積)

地 目
宅地( 公簿)

宅地( 現況)

土地の

形 状
長方形地

350. 00 ㎡( 公簿面積)

接面道路の幅員､

種別､状況等
南東側約 22ｍが幅員約６ ｍの市道沓谷六丁目１ 号線に接面

私道の負担等に

関 す る 事 項
－

法
令
に
基
づ
く
制
限
の
概
要

都市計画区域 市街化区域 用途地域 第２ 種中高層住居専用地域

建 蔽 率 指定建蔽率 60% 基準建蔽率 60%

容 積 率 指定容積率 200% 基準容積率 200%

高 さ の 制 限

道路斜線制限 無・ 有 隣地斜線制限 無・ 有

北側斜線制限 無・ 有 絶対高さ 制限 無・ 有

日影による中高層の建築物の制限 無・ 有

外壁後退 無・ 有 壁面線の制限 無・ 有

準防火地域 無・ 有 防火地域 無・ 有

そ の 他

建築基準法第 22 条区域、 第２ 種高度地区( 16m) 、 景観法、 静岡市屋外広告物

条例( 第一種普通規制地域) 、 都市再生特別措置法( 居住誘導区域内、 都市機能

誘導区域外) 、 長尾川浸水想定深 0m～0. 5m以上 1. 0m未満、 内水( 雨水出水)

浸水深 0m～0. 3m以上 0. 5m未満

※ 各制限内容の詳細は、 関係市町村の建築確認担当課にお問い合わせく ださ い。

供給処理施設

の状況

事 業 所 名 電 話 番 号

電 気 引込不可・ 引込可 中部電力パワーグリ ッ ド （ 株） 静岡支社 0120-977-106

上水道 引込不可・ 引込可 静岡市上下水道お客様センタ ー 054-251-1132

下水道 引込不可・ 引込可 静岡市上下水道お客様センタ ー 054-251-1132

都市ガス 引込不可・ 引込可 静岡ガス( 株) 静岡支社 054-285-2111

※ 引込み費用等の詳細は、 上記事業所にお問い合わせく ださ い。

交通機関

（ 直線距離）

バ ス 静鉄ジャ スト ラ イ ン「 千代田小学校前」 停留所： 物件の北西方約 200m

鉄 道 静岡鉄道「 長沼駅」： 物件の南東方約 700m

公共施設

（ 直線距離）

役場 静岡市役所 ： 物件の南西方約 3. 2km

小学校 静岡市立千代田小学校 ： 物件の北西方約 200m

中学校 静岡市立東中学校 ： 物件の南西方約 1. 4km
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【 建 物 】

所 在 静岡市葵区沓谷六丁目２ 番地 13（ 公簿上の所在地）

建物の状況

（ 主である建物）

家屋番号 ２ 番 13

構造・ 用途 鉄筋コ ンク リ ート 造陸屋根２ 階建 共同住宅

延床面積 230. 87 ㎡( 公簿面積)

建築時期 昭和 55 年３ 月 25 日建築

設計等 共同住宅と し て設計

建物の状況

（ 付属建物）

家屋番号 符号１

構造・ 用途 コ ンク リ ート ブロッ ク 造スレート 葺平屋建 物置

延床面積 18. 06 ㎡( 公簿面積)

建築時期 昭和 55 年３ 月 25 日建築

設計等 物置と し て設計

外構工事等 外柵、 アスフ ァ ルト 簡易舗装

◎参考事項（ 物件の状況、 法令上の制限等に関する特記事項）

・ 本件建物の設備等については、 経年変化及び使用に伴う 性能低下、 損傷、 使用不能等があり ます。

・ 本件建物内の物品類は現況での引渡し と なり ます。

・ 本件地の埋設物調査や土壌汚染調査等は実施し ており ません。

・ 本件建物についてアスベスト 調査を令和７ 年度に実施し ており 、 外壁( リ シン吹付) ・ 玄関ほか( 塗

り モルタ ル) から は含有し ないと 測定さ れています。

・ 建物の北側( 県道 67 号静岡清水線( 北街道) 側) は特にツタ が繁殖し ています。 また、 隣接する北側

敷地にツタ が越境し ているほか、 隣接する西側敷地にも 樹木が越境し ています。

・ 敷地内は、 箇所により 長尾川浸水想定深 0m～0. 5m以上 1. 0m未満、 内水( 雨水出水) 浸水深 0m～0. 3m

以上 0. 5m未満と なっ ています、 詳細は静岡市洪水・ 内水・ 高潮ハザード マッ プを御確認く ださ い。

・ 静岡市地理情報システム( し ずマッ プ) によると 敷地北側( 県道 67 号静岡清水線( 北街道) ) の若干部

が準住居地域と なっ ていますが、 実際の用途地域の制限は第２ 種中高層住居専用地域と なるため、 本

物件調書における制限内容等は第２ 種中高層住居専用地域のも のと なっ ています。

※物件調書は、 入札参加者が物件の概要を把握するための資料にすぎません。

必ず入札参加者ご自身において、 現地及び諸規制についての現地確認を行っ てく ださ い。
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品 質 に 係 る 注 意 事 項

( 1) 物件の引渡し は、 物件調書に特段の記載のない限り 、 現状のままで行います。

( 2) 埋設物調査は実施し ていませんので、 地中埋設物が存在し ている可能性があり ます。

( 3) 物件によっ ては、 上下水道設備、 ガス設備が敷設さ れていますが、 経年劣化による影響等につ

いては確認し ていません。 こ れら の設備の品質は保証できません。

( 4) 物件及び隣接地の擁壁・ 直壁・ ブロッ ク 塀等について、 地上及び地中にて境界を越えている場

合があり ます

( 5) 物件の敷地内( 地中を含む) にゴミ ( 家電等を含む) ・ ガラ ・ 砕石・ 切り 株・ 雑草等が存在する場

合があり ます。

( 6) 物件調書に特段の記載のない限り 、 土壌汚染及び地盤に関する調査は行っ ていません。

そ の 他 の 注 意 事 項 （ 契 約 不 適 合 責 任 の 免 責 等 ）

( 1) 建物の建築図面等がある場合は静岡農業高等学校において閲覧できます。

( 2) 物件の引渡し は、 物件調書に特段の記載のない限り 、 現状のままで行いますので、 物件調書を

ご参照のう え、 必ず事前に現地の確認をし てく ださ い。

なお、 物件調書と 現状が異なる場合には現状を優先し ます。

( 3) 建物を解体撤去する場合の費用負担については、 県は対応し ません。 また、 解体撤去する場合

は、 騒音等の周辺の環境に配慮し てく ださ い。

( 4) 敷地の形質変更を行う 際は、 形質変更に伴う 粉塵防止対策と し て、 散水等に努めてく ださ い。

( 5) 土地の形質変更をする場合の費用負担については、 県は対応し ません。 また、 土地の形質変更

をする場合は、 騒音・ 粉塵防止対策等の周辺の環境に配慮し てく ださ い。

( 6) 現在の建物を解体撤去後、 新たな建物を建築するにあたっ ては、 建築基準法、 文化財保護法及

び県、 市町の条例のほか協定等により 、 指導がなさ れる場合や開発負担金等が必要と なる場合

があり ますので、 関係機関にご確認く ださ い。

( 7) 物件によっ ては、 敷地内にフ ェ ンス、 塀、 柵等が設置さ れていますが、 こ れら の工作物の補修・

改修・ 撤去・ 再築造及びその費用負担については、 県は対応し ません。

( 8) 埋設物調査は実施し ていませんので、 地中埋設物が存在し ている可能性があり ます。 地中埋設

物が発見さ れたと し ても 、 こ れら の撤去及びその費用負担については、 県は対応し ません。

( 9) 物件によっ ては、 埋蔵文化財包蔵地に該当するため、 開発方法によっ ては試掘調査が必要と な

る場合があり ます。 ( 詳し く は物件所在市町村の教育委員会にお問合わせく ださ い。 )

( 10) 物件によっ ては、 上下水道設備、 ガス設備が敷設さ れていますが、 経年劣化による影響等につ

いては確認し ていません。 こ れら の敷設設備の補修・ 移設・ 改修・ 撤去・ 再築造及びその費用負

担等については、 県は対応し ません。

( 11) 物件及び隣接地の擁壁・ 直壁・ ブロッ ク 塀等について、 地上及び地中にて境界を越えている場

合があり ますが、 現状引渡し と なり ますので、 移設・ 撤去・ 再築造及びその費用負担等につい

ては、 県は対応し ません。

( 12) 物件の敷地内及び敷地上空又は隣接地等に電柱( 電信柱・ 電柱付属物・ 電線等を含む) ・ 支線・

ゴミ 置き場・ 道路設置物( ガード レール等) ・ 道路標識( カ ーブミ ラ ー等を含む) 等がある場合の

移設・ 撤去等の可否等の取扱いについては、 設置者又は管理者等にお問い合わせく ださ い。 県

ではこ れら について対応し ません。

( 13) 物件の敷地内( 地中を含む) にゴミ ( 家電等を含む) ・ ガラ ・ 砕石・ 切り 株等が存在する場合があ
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り ます（ 品質） が、 撤去及びその費用負担等については、 県は対応し ません。

( 14) 現状での引渡し のため、 現地の除草・ 伐採及びその費用負担等については、 県は対応し ません。

( 15) 建物のアスベスト については、 他に記載のある場合を除き、 専門業者による調査は実施し てい

ません。調査の費用負担と アスベスト が発見さ れた場合の除去及びその費用負担等については、

県は対応し ません。
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案 内 図

凡 例

売払い物件

※およ その位置を 示す案

内図になり ます。

土地の正確な形状を 表

すも のではあり ません。

対象不動産

-102-



-103-



-104-



-105-



-106-



-107-



-108-



-109-



-110-



-111-



-112-



-113-



-114-



-115-



-116-



-117-



-118-



物 件 調 書

【 土 地 】

所 在 及 び 地 番 浜松市中央区鴨江二丁目1388番５

住 居 表 示 浜松市中央区鴨江２ 丁目35番10号

面 積
1, 048. 94㎡( 実測面積)

地 目
宅地( 現況) 土地の

形 状
ほぼ長方形地

1, 048. 94㎡( 公簿面積) 警察署敷地( 公簿)

接面道路の幅員､

種別､状況等

西側約３ ｍが幅員約３ ｍの舗装市道（ 市道鴨江57号線）に等高～0. 7ｍ低く 接面。

南側約25ｍが幅員約６ ｍの舗装市道（ 市道鴨江128号線）に等高～３ ｍ高く 接面。

北側約23ｍが幅員約６ ｍの舗装市道（ 市道鴨江16号線） にほぼ等高に接面。

私道の負担等に

関 す る 事 項
－

法
令
に
基
づ
く
制
限
の
概
要

都市計画区域 市街化区域 用途地域 第一種中高層住居専用地域

建 蔽 率 指定建蔽率 60％ 基準建蔽率 60%

容 積 率 指定容積率 200％ 基準容積率 200%

高さ の制限

道路斜線制限 無・ 有 隣地斜線制限 無・ 有

北側斜線制限 無・ 有 絶対高さ 制限 無・ 有

日影による中高層の建築物の制限 無・ 有

外壁後退 無・ 有 壁面線の制限 無・ 有

準防火地域 無・ 有 防火地域 無・ 有

そ の 他

建築基準法第22条区域、 高度地区( 中高層住居専用地区) 、 浜松市屋外広告物

条例（ 第１ 種普通規制地域）、 景観法、 宅地造成及び特定盛土等規制法、 都市

再生特別措置法（ 居住誘導区域）

※ 各制限内容の詳細は、 関係市町村の建築確認担当課にお問い合わせく ださ い。

供給処理施設

の状況

事 業 所 名 電 話 番 号

電 気 引込不可・ 引込可 中 部 電 力 ﾊﾟ ﾜｰｸﾞ ﾘｯﾄ ﾞ ( 株 ) 0120-985-232

上水道 引込不可・ 引込可 浜松市上下水道受付ｾﾝﾀｰ 0120-09-1132

下水道 引込不可・ 引込可 浜松市上下水道受付ｾﾝﾀｰ 0120-09-1132

都市ガス 引込不可・ 引込可 ｻー ﾗｴﾅｼ゙ (ー 株) ｻー ﾗお客様ｾﾝﾀｰ 0570-200-155

※ 引込み費用等の詳細は、 上記事業所にお問い合わせく ださ い。

交通機関

（ 直線距離）

バ ス 遠鉄バス「 鴨江坂上」 停留所： 物件の北東方約0. 3km

鉄 道 遠州鉄道「 新浜松」 駅： 物件の東方約1. 6km

公共施設

（ 直線距離）

役場 浜松市役所・ 中央区役所： 物件の北東方約1. 3km

小学校 浜松市立鴨江小学校： 物件の西方約0. 6km

中学校 浜松市立西部中学校： 物件の南西方約0. 1km
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【 建 物 】

所 在 浜松市中央区鴨江２ 丁目35番10号

建物の状況

（ 主である建物）

家屋番号 未登記

構 造 ・ 用 途 木造瓦葺１ 階建

延 床 面 積 105. 55㎡

建 築 時 期 平成８ 年２ 月28日建築

設 計 等 住宅と し て設計

建 物 の 状 況

（ 付 属 建 物 ）

家屋番号 物置

構 造 ・ 用 途 軽量鉄骨造その他１ 階建

延 床 面 積 3. 87㎡

建 築 時 期 平成８ 年２ 月28日建築

設 計 等 物置と し て設計

外構工事・ 工作物等 フ ェ ン ス 、 玄 関 前 門 、 カ ー ポ ー ト 、 カ ー ポ ー ト 前 門 ほ か

◎参考事項（物件の状況、法令上の制限等に関する特記事項）

-建 物 に つ い て -

･本件は、 建物内の物品類を含め、 現状有姿での引渡し と なり ます。

･本件建物は、 令和６ 年４ 月から 未利用であり 、 壁紙や設備等について、 経年変化及び使用に伴う

性能低下、 損傷、 使用不能等があり ますが、 現状有姿で引き 渡し ます。

･令和７ 年度にアスベスト 調査を実施し まし たが、 アスベスト は検出さ れませんでし た。

･建物登記はさ れており ませんが、 県では建物登記及び建物登記に要する費用負担は行いません。

･修繕履歴と し て確認でき たも のは以下のと おり です。 ただし 、 すべての修繕履歴が網羅でき てい

ると は限り ません。

令和５ 年度： 居間照明、 庭園灯、 畳張替、 荒床補修、 居間エアコ ン改修、 玄関木部塗装改修、

和室エアコ ン改修、 障子張替。

令和４ 年度： 台所水栓取替、 網戸張替、 レースカ ーテン取替、 照明器具不点改修。

令和３ 年度： ト イ レ照明改修。

-土 地 に つ い て -

･土壌汚染調査及び地下埋設物調査は実施し ており ません。

･本件地東側は、 隣接地が本件地に越境し てき ています。

･本件地西側は、 本件地が舗装市道（ 市道鴨江57号線） に越境し ています。

･本件地南側は、 排水管が舗装市道（ 市道鴨江128号線） に越境し ています。

･本件地北側は、 現況道路敷と 筆界の形状に一部ずれが生じ ています。

･本件地南側にある擁壁は、 一部で亀裂が確認できますが、 現状有姿で引き渡し ます。

･本件地内に存するカ ーポート 等の工作物は、一部劣化等が見ら れますが、現状有姿で引き渡し ます。
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･本件地内に、 かつて使用し ていたと 思われる庭石が残置さ れていますが、 現状有姿で引き渡し ま

す。

･本件地内で、 中部電力パワーグリ ッ ド 株式会社の支線２ 条の貸付けを行っ ています。

･建築基準法第22条区域は、 浜松市では都市計画区域のう ち防火地域及び準防火地域を除く 区域等

に指定さ れ、 建物の屋根を不燃材料で造る等の制限があり ます。 詳細は浜松市にご確認く ださ い。

･浜松市屋外広告物条例における第１ 種普通規制地域は、 浜松市では用途地域のう ち特別規制地域

と 第２ 種普通規制地域を除いた地域に指定さ れ、 一定の面積を超える広告物を設置する場合には

許可申請が必要と なり ます。 詳細は浜松市にご確認く ださ い。

･本地域は景観法により 、 一定規模以上の建築物を新築等する場合には、 事前に浜松市への届出が

必要と なり ます。 詳細は浜松市にご確認く ださ い。

･本地域は、 都市再生特別措置法により 居住誘導区域に指定さ れ、 一定の開発行為を行う 場合には

事前に浜松市への届出が必要と なり ます。 詳細は浜松市にご確認く ださ い。

･水防法に基づく 浜松市防災マッ プにより ますと 、 本地域は洪水、 雨水出水（ 内水）、 高潮による

被害想定はあり ません。

※物件調書は、 入札参加者が物件の概要を把握するための資料にすぎません。

必ず入札参加者ご自身において、 現地及び諸規制についての現地確認を行っ てく ださ い。
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品 質 に 係 る 注 意 事 項

( 1) 物件の引渡し は、 物件調書に特段の記載のない限り 、 現状のままで行います。

( 2) 埋設物調査は実施し ていませんので、 地中埋設物が存在し ている可能性があり ます。

( 3) 物件によっ ては、 上下水道設備、 ガス設備が敷設さ れていますが、 経年劣化による影響等につ

いては確認し ていません。 こ れら の設備の品質は保証できません。

( 4) 物件及び隣接地の擁壁・ 直壁・ ブロッ ク 塀、 埋設管等について、 地上及び地中にて境界を越え

ている場合があり ます

( 5) 物件の敷地内( 地中を含む) にゴミ ( 家電等を含む) ・ ガラ ・ 砕石・ 切り 株・ 雑草等が存在する場

合があり ます。

( 6) 物件調書に特段の記載のない限り 、 土壌汚染及び地盤に関する調査は行っ ていません。

そ の 他 の 注 意 事 項 （ 契 約 不 適 合 責 任 の 免 責 等 ）

( 1) 建物の建築図面等がある場合は静岡県財産管理課において閲覧できます。

( 2) 物件の引渡し は、 物件調書に特段の記載のない限り 、 現状のままで行いますので、 物件調書を

ご参照のう え、 必ず事前に現地の確認をし てく ださ い。

なお、 物件調書と 現状が異なる場合には現状を優先し ます。

( 3) 建物を解体撤去する場合の費用負担については、 県は対応し ません。 また、 解体撤去する場合

は、 騒音等の周辺の環境に配慮し てく ださ い。

( 4) 敷地の形質変更を行う 際は、 形質変更に伴う 粉塵防止対策と し て、 散水等に努めてく ださ い。

( 5) 土地の形質変更をする場合の費用負担については、 県は対応し ません。 また、 土地の形質変更

をする場合は、 騒音・ 粉塵防止対策等の周辺の環境に配慮し てく ださ い。

( 6) 現在の建物を解体撤去後、 新たな建物を建築するにあたっ ては、 建築基準法、 文化財保護法及

び県、 市町の条例のほか協定等により 、 指導がなさ れる場合や開発負担金等が必要と なる場合

があり ますので、 関係機関にご確認く ださ い。

( 7) 物件によっ ては、 敷地内にフ ェ ンス、 塀、 柵等が設置さ れていますが、 こ れら の工作物の補修・

改修・ 撤去・ 再築造及びその費用負担については、 県は対応し ません。

( 8) 埋設物調査は実施し ていませんので、 地中埋設物が存在し ている可能性があり ます。 地中埋設

物が発見さ れたと し ても 、 こ れら の撤去及びその費用負担については、 県は対応し ません。

( 9) 物件によっ ては、 埋蔵文化財包蔵地に該当するため、 開発方法によっ ては試掘調査が必要と な

る場合があり ます。 ( 詳し く は物件所在市町村の教育委員会にお問合わせく ださ い。 )

( 10) 物件によっ ては、 上下水道設備、 ガス設備が敷設さ れていますが、 経年劣化による影響等につ

いては確認し ていません。 こ れら の敷設設備の補修・ 移設・ 改修・ 撤去・ 再築造及びその費用

負担等については、 県は対応し ません。

( 11) 物件及び隣接地の擁壁・ 直壁・ ブロッ ク 塀、 埋設管等について、 地上及び地中にて境界を越え

ている場合があり ますが、 現状引渡し と なり ますので、 移設・ 撤去・ 再築造及びその費用負担

等については、 県は対応し ません。

( 12) 物件の敷地内及び敷地上空又は隣接地等に電柱( 電信柱・ 電柱付属物・ 電線等を含む) ・ 支線・

ゴミ 置き場・ 道路設置物( ガード レール等) ・ 道路標識( カ ーブミ ラ ー等を含む) 等がある場合の

移設・ 撤去等の可否等の取扱いについては、 設置者又は管理者等にお問い合わせく ださ い。 県

ではこ れら について対応し ません。

( 13) 物件の敷地内( 地中を含む) にゴミ ( 家電等を含む) ・ ガラ ・ 砕石・ 切り 株等が存在する場合があ
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り ます（ 品質） が、 撤去及びその費用負担等については、 県は対応し ません。

( 14) 現状での引渡し のため、 現地の除草・ 伐採及びその費用負担等については、 県は対応し ません。

( 15) 建物のアスベスト については、 他に記載のある場合を除き、 専門業者による調査は実施し てい

ません。調査の費用負担と アスベスト が発見さ れた場合の除去及びその費用負担等については、

県は対応し ません。
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案 内 図

売払い物件

凡 例

※およその位置を示す

案内図になり ます。

土地の正確な形状を 表す

も のではあり ません。

対象不動産
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